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（定義）

介護老人保健施設とは、要介護者であって、主としてその心身の機能の維持回復を
図り、居宅における生活を営むことができるようにするための支援が必要である者に対
し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練
その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設。

（介護保険法第8条第28項）

（基本方針）

第一条の二 介護老人保健施設は、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下に
おける介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、入所者
がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることとともに、その者の
居宅における生活への復帰を目指すものでなければならない。

（介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成11年厚生省令第40号））

○在宅復帰、在宅療養支援のための地域拠点となる施設
○リハビリテーションを提供する機能維持・改善の役割を担う施設

介護老人保健施設の概要
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介護老人保健施設においてサービスを提供するために必要な人員・設備等は次の通り。

・ 人員 ・ 施設及び設備

必要となる人員・設備等

医師 常勤1以上、100対1以上

薬剤師
実情に応じた適当数
（300対1を標準とする）

看護・介護職員
3対1以上、
うち看護は２/７程度

支援相談員 １以上、100対1以上

理学療法士、
作業療法士
又は言語聴覚士

100対1以上

栄養士
入所定員100以上の場合、1以
上

介護支援専門員
１以上
（100対１を標準とする）

調理員、事務員そ
の他の従業者

実情に応じた適当数

療養室
1室当たり定員４人以下、入所
者１人当たり８㎡以上

機能訓練室 １㎡×入所定員数以上

食堂 ２㎡×入所定員数以上

廊下幅
1.8m以上
（中廊下は2.7ｍ以上）

浴室
身体の不自由な者が入浴する
のに適したもの 等

ユニット型介護老人保健施設の場合、上記基準に加え、
・共同生活室の設置
・療養室を共同生活室に近接して一体的に設置
・１のユニットの定員はおおむね１０人以下
・昼間は１ユニットごとに常時１人以上、

夜間及び深夜は２ユニットごとに１人以上の
介護職員又は看護職員を配置

・ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置 等

介護老人保健施設の基準
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利用者の要介護度・在宅復帰率等に応じた基本
サービス費（多床室の場合）

短期集中的なリハビリテー
ションの実施

（240単位）

定員を超えた利用や人員配
置基準に違反

（▲３０％）

ターミナルケアの実施

入所前後に退所後の居宅を
訪問して、施設サービス計
画を策定

身体拘束についての記録
を行っていない

（▲５単位）

夜勤職員の手厚い配置
（24単位）

肺炎、尿路感染症、帯状
疱疹の治療

利用者の状態に応じたサービス提供や
施設の体制に対する加算・減算

※ 加算・減算は主なものを記載

死亡日以前4～30日：160単位
前日・前々日：820単位
当日：1,650単位要介護1

812
単位

要介護2

886
単位

要介護3

948
単位

要介護4

1,004
単位

要介護5

1,059
単位

○ 在宅強化型

要介護1

768
単位

要介護2

816
単位

要介護3

877
単位

要介護4

928
単位

要介護5

981
単位

○ 通常型

介護職員処遇改善加算
・加算Ⅰ：3.9％ ・加算Ⅱ：2.9％
・加算Ⅲ：1.6％
・加算Ⅳ：加算Ⅲ×0.9
・加算Ⅴ：加算Ⅲ×0.8

1月に1回連続7日まで
305単位

在宅復帰率50%超、
ベッド回転率10%以上等

在宅復帰・在宅療養支援
在宅復帰率30%超、ベッド
回転率5%以上等
（従来型のみ）27単位

介護老人保健施設の報酬

（Ⅰ）450単位
（Ⅱ）480単位

介護福祉士や常勤職員等を一定割合
以上配置（サービス提供体制強化加算）

・介護福祉士6割以上：18単位
・介護福祉士5割以上：12単位
・常勤職員等 ： ６単位
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出典：厚生労働省「介護給付費実態調査」（各年４月審査分）

介護老人保健施設の請求事業所数
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※請求事業所数には、月遅れ請求分及び区分不詳を含む。

※介護予防サービスは含まない。
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出典：厚生労働省「介護給付費実態調査」（各年４月審査分）

介護老人保健施設の受給者数

309.2 314.8 321.3 328.8
339.3 348.1 353.1 356.8 359.4

332.7

（千人）

※総数には、月の途中で要介護から要支援（又は要支援から要介護）に変更となった者を含む。

※経過的要介護は含まない。
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出典：厚生労働省「介護給付費実態調査」（各年５月審査分～翌年４月審査分）

介護老人保健施設の費用額
（百万円）

1,017,705 
1,043,022 

1,120,351 1,147,598 1,169,942 
1,196,522 1,222,082 1,241,804 1,246,301 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000
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※費用額とは審査月に原審査で決定された額であり、保険給付額、公費負担額及び利用者負担額（公費の本人負担額)の合計額。

※補足給付は含まない。
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注：平均在所日数の調査が行われた年度を記載。
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出典：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査 」 ，病院報告（平成25年、平成22年、平成19年、平成18年）

平均在所・在院日数
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中間施設に関する懇談会 中間報告（S60.8.2）

医療施設、福祉施設、家庭との間に存在する課題を解決し、要介護老人に対して通所、短期入所サービス
及び入所サービスをきめ細かく実施する中間施設の体系的整備を図っていくことが必要

※入所サービス

①入院治療後に家庭・社会復帰のためのリハビリテーション、生活訓練等の実施

②病院に入院して治療するほどではないが、家庭では十分なケアのできない要介護老人に対し、医学的な管理と看
護を中心としたサービスを提供

社会保障制度審議会の意見書（S60.1.24）

重介護を要する老人には、医療面と福祉面のサービスが一体として提供されることが不可欠で、両施設
を統合し、それぞれの長所を持ちよった中間施設を検討する必要がある。
（両施設：医療機関と特別養護老人ホーム）

S61.12 老人保健法を改正し、老人保健施設を規定

附則において
・老人保健施設の試行的実施を行うこと、
・試行的実施の状況及び老人保健施設の運営等に関する基本的事項について、国会に報告すること
について規定

S62. 2 老人保健施設モデル施設の指定（千葉、長野、三重、大阪、兵庫、山口、北九州）

S62.11 老人保健審議会において、「老人保健施設の施設及び人員並びに設備及び運営に関する基準について」を答申

S62.12 国会報告

S63. 1 「老人保健施設の施設及び人員並びに設備及び運営に関する基準について」公布

S63. 4 老人保健施設の本格実施

H  9.12 介護保険法成立（根拠規定が老人保健法から介護保険法に移行）

H12. 4 介護保険法施行 8

老人保健施設制度の沿革



〔 定 義 〕 地域包括ケア強化法による改正前 （介護保険法第8条第28項）

介護老人保健施設とは、要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学
的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を
行うことを目的とする施設。

〔 定 義 〕 地域包括ケア強化法による改正後 （介護保険法第8条第28項）
＜平成29年6月2日公布、平成30年4月1日施行＞

介護老人保健施設とは、要介護者であって、主としてその心身の機能の維持回復を図
り、居宅における生活を営むことができるようにするための支援が必要である者に対し、
施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その
他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設。

(基本方針)
第一条の二 介護老人保健施設は、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下に

おける介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、入
所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることとともに、
その者の居宅における生活への復帰を目指すものでなければならない。

（介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準(平成十一年三月三十一日)(厚生省令第四十号)）

○在宅復帰、在宅療養支援のための地域拠点となる施設
○リハビリテーションを提供する機能維持・改善の役割を担う施設

介護老人保健施設の役割の明確化
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１ 介護老人保健施設の在宅復帰支援機能の強化
○ 在宅復帰支援型の介護老人保健施設を強化する観点から、在宅復帰の状況及びベッドの回転率を指標とした報酬体系の見

直し等を行う。
（１）在宅復帰率及びベッドの回転率が高い施設をより評価した基本施設サービス費の創設

（２）在宅復帰・在宅療養支援機能加算の創設
在宅復帰・在宅療養支援機能加算（新規） ⇒ 21単位／日

（３）入所前に入所者の居宅を訪問し、早期退所に向けた計画を策定する場合を評価
入所前後訪問指導加算 （新規） ⇒ 460単位／回＜入所者１人につき１回を限度＞

６ ターミナルケアの評価の見直し
○ 介護老人保健施設におけるターミナルケアについては、評価を見直す。

・ ターミナルケア加算 死亡日以前15～30日 200単位／日 死亡日以前４～30日 160単位／日

死亡日以前14日まで 315単位／日 死亡日前日・前々日 820単位／日

死亡日 1,650単位／日

（※）上記２～５については、介護療養型老人保健施設についても同様。

５ 肺炎等への対応の強化
○ 入所者の医療ニーズに適切に対応する観点から、肺炎などの疾病を発症した場合の施設内での対応を評価する。

所定疾患施設療養費（新規） ⇒ 300単位／日＜１回につき７日間を限度＞

３ 地域連携パスの評価
○ 地域連携診療計画に係る医療機関から、入所者を受け入れた場合について評価を行う。

地域連携診療計画情報提供加算（新規） ⇒ 300単位／回＜入所者１人につき１回を限度＞

４ 認知症行動・心理症状への対応強化
○ 認知症の症状が悪化し、在宅での対応が困難となった場合の受入れについて評価を行う。

認知症行動・心理症状緊急対応加算（新規） ⇒ 200単位／日

２ 短期集中リハビリテーション実施加算の見直し
○ 脳卒中・大腿骨頚部骨折等により、入所中に状態が悪化し、医療機関に短期間入院した後、再度入所した場合の必要な集

中的なリハビリテーションを評価する。 （算定要件の見直し）
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在宅復帰率 退所後の
状況確認

ベッド回転率 重度者割合 リハ専門職

在宅強化型（強化型） 50%超 要件あり 10％以上 要件あり 要件あり

在宅復帰・在宅療養支援機能
加算算定施設（加算型）

30%超 要件あり ５％以上 要件なし 要件なし

上記以外（従来型） 強化型または加算型の要件を満たさないもの

評価項目 算定要件

在宅復帰
の状況

以下の両方を満たすこと。
a: 在宅復帰率

b: 退所後の状況確認
入所者の退所後３０日注3以内に、その居宅を訪問し、又は指定居宅介護支援事業者から情報提供を受けることにより、
在宅における生活が１月注3以上継続する見込みであることを確認し、記録していること。

注３：退所時の要介護状態区分が要介護４又は要介護５の場合にあっては１４日

ベッドの
回転

重度者の
割合

３月間のうち、 a 要介護４・５の入所者の占める割合が３５％以上

b 喀痰吸引が実施された入所者の占める割合が１０％以上
c 経管栄養が実施された入所者の占める割合が１０％以上

リハ
専門職

リハビリテーションを担当する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が適切に配置されていること。

３０．４

平均在所日数
≧ １０％ であること。

在宅で介護を受けることになったもの注1

６月間の退所者数注2
＞ ５０％ であること。

３月間の入所者延日数

３月間の（新規入所者数＋新規退所者数）÷２
※平均在所日数の考え方＝

のいずれかを満たすこと。

注１：当該施設における入所期間が１月間を超える入所者に限る。
注２：当該施設内で死亡した者を除く。

在宅復帰支援機能の評価について

※在宅とは、自宅その他自宅に類する住まいである有料老人ホーム、認知症高齢者グループホーム及びサービス付き高齢者向け住宅等を含む。 11



平成２８年１０月

A: 在宅強化型

B: 加算型

C: 従来型

介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」

在宅復帰支援機能の評価に関する算定割合の推移

A：
245施設

13.6%

B：
530施設

29.3%

C：
1032施設

57.1%

調査に回答した老健施設 1,807施設

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成26年度調査）「介護老人保健施設の在宅復帰支援に関する調査研究事業」

A：
187施設

8.3%

B：
391施設

17.4%

C：
1667施設

74.3%

平成２６年６月

調査に回答した老健施設 2,245施設
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介護老人保健施設における在宅復帰率について（リハ専門職数別）介護老人保健施設における在宅復帰率について（リハ専門職数別）
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５人超
(n=289)

在宅復帰率10%以下 在宅復帰率10%超20％以下 在宅復帰率20%超30％以下

在宅復帰率30%超40％以下 在宅復帰率40%超50％以下 在宅復帰率50%超

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」 13



介護老人保健施設における在宅復帰率について（支援相談員数別）介護老人保健施設における在宅復帰率について（支援相談員数別）

35.0 

24.9 

18.5 

16.2 

15.8 

22.0 

19.1 

13.1 

5.4 

5.3 

10.8 

11.3 

9.2 

8.5 

7.0 

7.6 

15.6 

14.6 

10.0 

8.8 

8.3 

11.2 

15.2 

20.0 

24.6 

16.2 

17.9 

29.5 

40.0 

38.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１人以下
(n=277)

１人超２人以下
(n=865)

２人超３人以下
(n=336)

３人超４人以下
(n=130)

４人超
(n=57)

在宅復帰率10%以下 在宅復帰率10%超20％以下 在宅復帰率20%超30％以下

在宅復帰率30%超40％以下 在宅復帰率40%超50％以下 在宅復帰率50%超

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」 14



介護老人保健施設における在宅復帰率について（退所前カンファレンス実施割合別）介護老人保健施設における在宅復帰率について（退所前カンファレンス実施割合別）

39.3 

22.0 

15.3 

11.9 

5.6 

6.5 

5.5 

8.5 

16.0 

3.9 

5.0 

9.5 

10.1 

6.1 

5.6 

6.3 

4.3 

4.0 

6.6 

8.2 

7.4 

9.7 

10.2 

9.8 

4.7 

6.4 

4.0 

4.6 

8.9 

11.1 

8.8 

13.7 

11.6 

10.2 

8.5 

28.0 

39.8 

51.1 

47.4 

52.4 

60.9 

59.1 

63.0 

68.1 

48.0 

5.9 

5.0 

9.5 

7.0 

3.6 

7.4 

10.2 

4.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％未満 (n=410)

10％以上20％未満 (n=282)

20％以上30％未満 (n=190)

30％以上40％未満 (n=227)

40％以上50％未満 (n=197)

50％以上60％未満 (n=215)

60％以上70％未満 (n=127)

70％以上80％未満 (n=47)

80％以上（n=25)

在宅復帰率０～20％ 在宅復帰率21～40％ 在宅復帰率41～60％

在宅復帰率61～80％ 在宅復帰率81～100％ 不明
【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」 15



介護老人保健施設における退所後の状況確認について介護老人保健施設における退所後の状況確認について

88.6 

88.1 

26.7 

6.5 

7.2 

66.1 

4.9 

4.7 

7.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強化型
(n=245)

加算型
(n=530)

従来型
(n=963)

実施している 実施していない 不明

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」 16



介護老人保健施設における看取りの基本的な方針について介護老人保健施設における看取りの基本的な方針について

16.8 

17.4 

17.4 

18.1 

20.3 

31.2 

36.2 

40.4 

44.0 

52.9 

54.3 

58.9 

56.8 

56.3 

47.4 

49.6 

51.1 

32.0 

21.7 

20.6 

15.3 

15.4 

12.2 

12.6 

6.3 

2.1 

16.0 

8.5 

7.8 

8.4 

9.7 

11.2 

8.8 

7.9 

6.4 

8.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％未満 (n=410)

10％以上20％未満 (n=282)

20％以上30％未満 (n=190)

30％以上40％未満 (n=227)

40％以上50％未満 (n=197)

50％以上60％未満 (n=215)

60％以上70％未満 (n=127)

70％以上80％未満 (n=47)

80％以上 (n=25)

積極的に施設内看取りを行っている 必要な時期になれば行うこともある

特に看取りは当施設の役割とは考えていない 不明

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」 17

（在宅復帰率）



介護老人保健施設におけるベッド稼働率について介護老人保健施設におけるベッド稼働率について

4.9 

8.1 

10.6 

2.7 

4.3 

9.0 

7.8 

10.2 

18.8 

16.3 

21.5 

22.4 

27.8

30.9

24.1

40.1

24.7

15.1

0.4 

0.2 

0.0 

従来型 (n=963)

加算型 (n=530)

強化型 (n=245)

ベッド稼働率75％未満 ベッド稼働率75％以上80％未満 ベッド稼働率80％以上85％未満

ベッド稼働率85％以上90％未満 ベッド稼働率90％以上95％未満 ベッド稼働率95％以上

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」 18

4.3 

3.8 

2.8 

7.7 

8.8 

10.7 

1.2 

3.5 

5.6 

2.1 

5.6 

6.3 

5.5 

8.0 

14.4 

8.5 

12.5 

16.8 

13.3 

15.4 

20.0 

22.6 

18.5 

22.5 

25.4 

29.7 

30.0 

31.6 

31.0 

27.0 

50.2 

39.5 

26.7 

26.9 

23.6 

16.8 

0.2 

0.0 

0.6 

0.4 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％以下 (n=422)

10％超20％以下 (n=286)

20％超30％以下 (n=180)

30％超40％以下 (n=234)

40％超50％以下 (n=216)

50％超 (n=382)

在宅復帰率別、ベッド稼働率

施設類型別、ベッド稼働率

（在宅復帰率）



介護老人保健施設における入所前の居所について（施設類型別）介護老人保健施設における入所前の居所について（施設類型別）

51.7 

39.1 

29.3 

43.0 

56.0 

64.1 

2.1 

3.2 

4.0 

3.2 

1.7 

2.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強化型 (n=244)

加算型 (n=524)

従来型 (n=948)

本人の家等 医療施設 介護保険施設 その他

本人の家等 本人の家、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、認知症対応型共同生活介護

医療施設 病院、診療所

介護保険施設 他の老人保健施設、特別養護老人ホーム

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」 19



介護老人保健施設における入所前の居所について（在宅復帰率別）介護老人保健施設における入所前の居所について（在宅復帰率別）

21.5 

26.4 

29.8 

33.1 

39.3 

50.8 

72.4 

65.1 

64.4 

60.9 

55.9 

44.0 

3.4 

4.5 

4.0 

4.4 

2.8 

2.3 

2.7 

4.0 

1.8 

1.5 

2.1 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10%以下 (n=422)

10%超20％以下 (n=286)

20%超30％以下 (n=180)

30%超40％以下 (n=234)

40%超50％以下 (n=216)

50%超 (n=382)

本人の家等 医療施設 介護保険施設 その他

本人の家等 本人の家、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、認知症対応型共同生活介護

医療施設 病院、診療所

介護保険施設 他の老人保健施設、特別養護老人ホーム

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」 20



27.3 

23.4 

13.4 

0 20 40 60 80 100

96.3 

97.0 

93.7 

0 20 40 60 80 100

強化型(n=245)

加算型(n=530)

従来型(n=963)

93.5 

92.6 

87.3 

0 20 40 60 80 100 （％）

介護老人保健施設における退所後の状況確認の実施の有無について介護老人保健施設における退所後の状況確認の実施の有無について

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」

10.5 

16.0 

13.2 

22.5 

22.3 

28.4 

22.0 

27.7 

32.0 

0 20 40 60 80 100
訪問リハビリテーション

90.0 

94.7 

96.3 

95.6 

95.9 

96.3 

96.9 

95.7 

92.0 

0 20 40 60 80 100

10％未満(n=410)

10％以上20％未満(n=282)

20％以上30％未満(n=190)

30％以上40％未満(n=227)

40％以上50％未満(n=197)

50％以上60％未満(n=215)

60％以上70％未満(n=127)

70％以上80％未満(n=47)

80％以上(n=25)

短期入所療養介護

80.5 

87.6 

92.1 

90.3 

91.4 

89.8 

91.3 

85.1 

72.0 

0 20 40 60 80 100

通所リハビリテーション

在宅復帰率別、状況確認の実施割合

施設類型別、状況確認の実施割合

21
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介護老人保健施設における地域貢献活動の実施状況介護老人保健施設における地域貢献活動の実施状況

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」

44.9 

47.7 

65.2 

70.2 

73.6 

82.6 

1.2 

4.2 

4.6 

22.9 

25.1 

35.2 

46.5 

46.2 

54.1 

0 20 40 60 80 100

実施予定はない

38.8 

36.2 

21.4 

13.5 

13.6 

8.0 

93.9 

91.9 

89.7 

67.8 

67.4 

56.4 

37.1 

37.7 

32.0 

0 20 40 60 80 100

強化型(n=245)

加算型(n=530)

従来型(n=963)

強化型(n=245)

加算型(n=530)

従来型(n=963)

強化型(n=245)

加算型(n=530)

従来型(n=963)

強化型(n=245)

加算型(n=530)

従来型(n=963)

強化型(n=245)

加算型(n=530)

従来型(n=963)

実施した

12.2 

11.5 

8.8 

12.2 

8.7 

4.6 

2.9 

2.5 

3.8 

6.9 

4.7 

5.5 

11.8 

10.2 

9.6 

0 20 40 60 80 100

計画中である

地域住民への健康教室

地域住民も利用可能なカフェ

ボランティアの受け入れ

住民も含めた祭り等の開催

住民と入所者の交流会の開催

22

（％）
【実施状況】

4.1 

4.5 

4.6 

4.1 

4.2 

4.9 

2.0 

1.5 

1.9 

2.4 

2.8 

2.9 

4.5 

5.8 

4.4 

0 20 40 60 80 100

無回答



介護老人保健施設における退所者の入所直前の居所と退所先について介護老人保健施設における退所者の入所直前の居所と退所先について

本人の家等 医療施設 介護保険施設 死亡 その他・不明 小計

本人の家等 21.2% 8.6% 2.5% 2.2% 0.5% 34.9%

医療施設 14.0% 28.5% 7.4% 5.7% 1.3% 57.0%

介護保険施設 0.6% 1.5% 2.3% 0.6% 0.0% 5.0%

その他・不明 0.8% 1.0% 0.6% 0.0% 0.7% 3.1%

小計 36.6% 39.6% 12.8% 8.5% 2.5% 100%

退所先

入所元

本人の家等
本人の家、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、
認知症対応型共同生活介護

医療施設 病院、診療所

介護保険施設 他の老人保健施設、特別養護老人ホーム

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」

（退所者全体 n=2,922）

本人の家等⇒本人の家等、または医療施設⇒医療施設 医療施設⇒本人の家等

23



介護老人保健施設におけるリハビリテーションの目的について介護老人保健施設におけるリハビリテーションの目的について

39.9

88.2

24.9

6.2

21.2

30.6

6.7

34.3

5.6

2.4

4.3

0 20 40 60 80 100

介護保険施設(n=373)

（％）(複数回答) 

46.7 

89.2 

31.8 

13.8 

32.4 

39.1 

15.4 

33.9 

5.0 

1.3 

2.6 

0 20 40 60 80 100

生活習慣の維持のため

ADLの維持、改善のため

社会性維持、改善のため

IADL向上のため

機能の回復が見込まれるため

介護負担軽減のため

福祉用具の安全な使用を定着させるため

記憶、認知機能の改善、向上のため

BPSDの軽減、適応のため

その他

不明

本人の家等 (n=1,069)

41.1 

83.8 

25.1 

6.0 

18.3 

38.2 

7.8 

27.4 

5.5 

2.4 

3.9 

0 20 40 60 80 100

医療施設(n=1,158)

35.3 

73.1 

20.9 

2.8 

12.9 

38.2 

3.2 

29.3 

2.8 

8.0 

5.2 

0 20 40 60 80 100

死亡 (n=249)【退所先】

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」 24
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79.6

81.3

62.4

67.5

72.8

57.3

77.2

10.2

8.7

71.8 

76.0 

0% 50% 100%

サービス開始時の

アセスメントの実施

リハビリテーション

計画書の作成

リハビリテーションに関する

本人の希望確認の有無

リハビリテーションに関する

家族の希望確認の有無

リハビリテーション計画書の

入所者・家族への説明

入所後１か月における

再アセスメントの実施

３か月ごとの

再アセスメントの実施

入所前後訪問指導の実施

入退所前後以外における

自宅等への訪問の実施

９割以上 ７割以上９割未満 ５割以上７割未満 ３割以上５割未満 １割以上３割未満 １割未満 不詳

従来型（n=412)

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成27年度調査）「介護保険施設等における利用者等の医療ニーズへの対応の在り方に関する調査研究事業」

81.2

82.1

65

67.7

77.1

51.6

76.2

15.7

19.3

51.6 

60.1 

0% 50% 100%
加算型（n=223)

81.4

84.3

63.7

72.5

78.4

57.8

79.4

26.5

18.6

38.2 

54.9 

0% 50% 100%
強化型（n=102)

介護老人保健施設におけるリハビリテーションマネジメントの状況介護老人保健施設におけるリハビリテーションマネジメントの状況



26

介護老人保健施設における通所リハビリテーション利用者に対する
リハビリテーションマネジメント加算の算定割合について

介護老人保健施設における通所リハビリテーション利用者に対する
リハビリテーションマネジメント加算の算定割合について

57.4 

75.1 

76.1 

30.7 

11.4 

8.6 

11.8 

13.5 

15.1 

0.0 

0.0 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強化型
(n=296)

加算型
(n=562)

従来型
(n=827)

Ⅰを算定 Ⅱを算定 いずれもなし 不明

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」



介護老人保健施設における退所・退院先の目標について（要介護度別）介護老人保健施設における退所・退院先の目標について（要介護度別）

27【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成27年度調査）「リハビリテーションと機能訓練の機能分化とその在り方に関する調査研究事業」

25.2 

28.4 

28.5 

32.5 

33.3 

6.3 

5.2 

5.6 

9.4 

3.0 

0.0 

0.5 

0.9 

1.4 

3.0 

8.4 

8.1 

9.8 

4.2 

3.0 

16.1 

14.7 

21.0 

23.6 

29.3 

38.5

36.5

28.5

22.2

23.2

4.2 

5.7 

5.1 

6.1 

4.0 

1.4 

0.9 

0.5 

0.5 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護１
(n=143)

要介護２
(n=211)

要介護３
(n=214)

要介護４
(n=212)

要介護５
(n=99)

特になし 老人保健施設 療養病床 特定施設

介護老人福祉施設 自宅 その他 無回答



介護老人保健施設における退所・退院先の目標について（施設類型別）介護老人保健施設における退所・退院先の目標について（施設類型別）

28【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成27年度調査）「リハビリテーションと機能訓練の機能分化とその在り方に関する調査研究事業」

9.2 

12.8 

38.6 

4.9 

3.0 

7.4 

0.7 

1.0 

1.2 

7.0 

8.4 

6.8 

12.0 

24.1 

21.5 

57.0 

43.3 

20.1 

9.2

6.4

3.4

0.0 

1.0 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強化型
(n=142)

加算型
(n=203)

従来型
(n=498)

特になし 老人保健施設 療養病床 特定施設

介護老人福祉施設 自宅 その他 無回答



介護老人保健施設における退院前カンファレンスの実施について介護老人保健施設における退院前カンファレンスの実施について

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」 29

64.8 

54.3 

34.4 

32.3 

42.2 

62.8 

3.0 

3.5 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強化型
(n=474)

加算型
(n=1066)

従来型
(n=1215)

有 無 不明



介護老人保健施設における日常生活自立度の変化について介護老人保健施設における日常生活自立度の変化について

30【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成27年度調査）「リハビリテーションと機能訓練の機能分化とその在り方に関する調査研究事業」

27.3 

23.7 

22.4 

23.1 

16.2 

60.1 

63.5 

59.3 

54.2 

58.6 

8.4 

7.6 

13.1 

14.6 

15.2 

4.2 

5.2 

5.1 

8.0 

10.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護１
(n=143)

要介護２
(n=211)

要介護３
(n=214)

要介護４
(n=212)

要介護５
(n=99)

向上 変化なし 低下 無回答



介護老人保健施設における入所時から退所時のADL等の変化について介護老人保健施設における入所時から退所時のADL等の変化について

24.6 

23.6 

19.2 

60.4 

60.2 

53.6 

15.0 

15.7 

26.0 

0.0 

0.4 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強化型
(n=452)

加算型
(n=991)

従来型
(n=1092)

上がった 変化無し 下がった 不明

31

機能訓練の
件数

訓練時間の
平均値(分)

訓練時間の
中央値（分）

強化型 141 124.1 75.0

加算型 201 78.6 50.0

従来型 489 66.1 40.0

施設類型別、１週間あたりの機能訓練時間について

施設類型別、入所時から退所時のADL等の変化について

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成27年度調査）「リハビリテーションと機能訓練の機能分化とその在り方に関する調査研究事業」
介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」



【具体的な論点①】

① 介護老人保健施設における在宅復帰に関する各種加算等については、その算定実績も踏まえ、

入所者の在宅復帰の支援に資する等の観点から、次の方向で見直しを行うこととしてはどうか。

・ リハビリテーションマネジメント加算については、リハビリテーションに関する計画作成、実施、評

価、計画の見直しという「ＰＤＣＡサイクル」の流れを評価したものであることや、その算定実績を踏

まえ、本体報酬に包括することとしてはどうか。

・ 入所後間もない期間に集中的に行うリハビリテーションを推進する観点から、短期集中リハビリ

テーション実施加算については、その評価を見直すこととしてはどうか。

・ 在宅復帰支援機能加算については、介護老人保健施設における在宅への退所者の割合の実態
を踏まえ、算定要件を見直すこととしてはどうか。

・ 試行的退所サービス費については、その算定実績や介護老人保健施設における居宅サービス事

業所の併設状況を踏まえ、退所時指導加算として、退所が見込まれる入所者を試行的に退所させ

る場合に算定することとしてはどうか。

② 介護老人保健施設における看取りの労力を適切に評価することとしてはどうか。

平成20年11年21日
介護給付費分科会
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平成21年度介護報酬改定における
リハビリテーションマネジメント加算の包括化について

平成21年度介護報酬改定における
リハビリテーションマネジメント加算の包括化について



介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について(平成12年3月17日老企第44号厚生省老人保健福祉局企画課長通知) 33

平成21年度改定前 平成21年度改定後

第四 運営に関する基準
1～14 (略)
15 機能訓練

基準省令第十七条は、介護老人保健施設の入所者に対する機
能訓練については、医師、理学療法士若しくは作業療法士又は言語
聴覚士(理学療法士又は作業療法士に加えて配置されている場合に
限る。)の指導のもとに計画的に行うべきことを定めたものであり、特

に、訓練の目標を設定し、定期的に評価を行うことにより、効果的な
機能訓練が行えるようにすること。

なお、機能訓練は入所者一人について、少なくとも週二回程度
行うこと。

第四 運営に関する基準
1～14 (略)
15 機能訓練

基準省令第十七条は、介護老人保健施設の入所者に対する機
能訓練については、医師、理学療法士若しくは作業療法士又は言語
聴覚士(理学療法士又は作業療法士に加えて配置されている場合に
限る。)の指導のもとに計画的に行うべきことを定めたものであり、特

に、訓練の目標を設定し、定期的に評価を行うことにより、効果的な
機能訓練が行えるようにすること。

なお、機能訓練は入所者一人について、少なくとも週二回程度
行うこと とする 。

また、その実施は以下の手順により行うこととする。
イ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種

の者が共同して、入所者ごとのリハビリテーション実施計画を作成す
ること。リハビリテーション実施計画の作成に当たっては、施設サービ
ス計画との整合性を図るものとする。なお、リハビリテーション実施計
画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その
記載をもってリハビリテーション実施計画の作成に代えることができる
ものとすること。

ロ 入所者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は医

師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士がリハ
ビリテーションを行うとともに、入所者の状態を定期的に記録すること。

ハ 入所者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期
的に評価し、必要に応じて当該計画を見直すこと。

ニ リハビリテーションを行う医師、理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士が、看護職員、介護職員その他の職種の者に対し、リハ
ビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の
情報を伝達すること。

平成21年度介護報酬改定に伴う運営基準の見直しについて平成21年度介護報酬改定に伴う運営基準の見直しについて



時 間 軸

食事・排泄・着替え・入浴等
ができるように、意欲への働きかけと環境調整をする

＜ADL向上への働きかけ＞

＜IADL向上への働きかけ＞
掃除・洗濯・料理・外出等
ができるように、意欲への働きかけと環境調整をする

座る・立つ・歩く等
ができるように、訓練をする

＜機能回復訓練＞

＜役割の創出、社会参加の実現＞
地域の中に生きがい・役割をもって生活できるような居場所と出番づくりを支援する
家庭内の役割づくりを支援する

参加へのアプローチ

生
活
機
能

心身機能へのアプローチ

活動へのアプローチ

• 介護保険においては、心身機能へのアプローチのみならず、活動、参加へのアプローチにも焦点を当て、これらのア
プローチを通して、利用者の生活機能を総合的に向上、発展させていくリハビリテーションを推進している。

• 発症等から早い時期に、主として医療機関において、心身の
機能回復を主眼としたリハビリテーションを実施。

• 回復の限界を十分考慮せず、心身機能へのアプローチによる
リハビリテーションを漫然と提供し続けた場合、活動、参加へ
のアプローチによるリハビリテーションへ展開する機を逸し、結
果として患者の社会復帰を妨げてしまう可能性がある。

• 治療を継続しても状態の改善は期待できないという医学的判断ののちも、主として介護保険
サービス提供施設において、残存機能を活かしながらADL、IADL、社会参加等の回復を目
指し更なるリハビリテーションを実施。

• 日常生活や社会参加に伴う実践的な活動を通じて、心身機能を維持。
• 患者が心身機能へのアプローチによる機能回復訓練のみをリハビリテーションととらえてい

た場合、介護保険によるリハビリテーションを「質が低い」「不十分」と感じる場合がある。

34

リハビリテーションの展開と３つのアプローチリハビリテーションの展開と３つのアプローチ



(1)中重度の要介護者等を支援するための重点的な対応
• 24時間365日の在宅生活を支援する定期巡回・随時対応型サービスを始めとした「短時間・一日

複数回訪問」や「通い・訪問・泊まり」といったサービスの組み合わせを一体的に提供する包括
報酬サービスの機能強化と、普及に向けた基準緩和

• リハビリテーション専門職の配置等を踏まえた介護老人保健施設における在宅復帰支援機能
の更なる強化

(2)活動と参加に焦点を当てたリハビリテーションの推進
• リハビリテーションの理念を踏まえた「心身機能」、「活動」、「参加」の要素にバランスよく働きか

ける効果的なサービス提供を推進するための理念の明確化と「活動」、「参加」に焦点を当てた
新たな報酬体系の導入

(3)看取り期における対応の充実
• 本人及び家族の意向に基づくその人らしさを尊重したケアの実現を推進するため、本人・家族と

サービス提供者の十分な意思疎通を促進する取組を評価

(4)口腔・栄養管理に係る取組の充実
• 施設等入所者が認知機能や摂食・嚥下機能の低下等により食事の経口摂取が困難となっても、

自分の口から食べる楽しみを得られるよう、多職種協働による支援を充実

１．中重度の要介護者や認知症高齢者への対応の更なる強化

○ 高齢者ができる限り住み慣れた地域で尊厳を持って自分らしい生活を送ることができる
よう、「地域包括ケアシステム」の構築に向けた取組を進める。

35

平成27年度介護報酬改定に関する審議報告（平成27年１月９日） 概要平成27年度介護報酬改定に関する審議報告（平成27年１月９日） 概要



市町村（介護申請）

申請と認定

本人・家族

相談・
居宅介護支援

サービス担当者
会議

介護支援専門員
想定サービス
提供事業所

（例）
・通所介護
・訪問介護
・訪問看護
・訪問リハ
・通所リハ

居宅での情報収集
（暫定リハ計画）

【リハマネジメントⅠ】
リハビリテーション会議

・事業所の医師・PT・OT・ST

リハビリテーション
暫定サービスの提供

2週間
以内に

参加

医師から生活上の予後を含め、
計画について説明・同意を得る

リハビリテーション
サービスの提供

モニタリング

・計画の評価、又は見直し
・終了後に利用予定サービスの担当者の参画と情報提供

通所介護等

老人クラブ・自治会・
ボランティア・NPO等

終了後
紹介

情報提供
医師、介護支援専門員
地域のサービス提供者

リハビリテーション

必要に応じて、介護支援専門員や訪問介護等に同行訪問し、
評価に基づき、家族やケア提供者に日常生活上の留意点や
実施方法を助言・指導

参加

Survey

Do

Check

Act

• リハビリテーション計画の策定や活用等のプロセス管理の充実、介護支援専門員や他のサービス事業所を交えた「リハビ
テーション会議」の実施と情報共有のしくみを評価する。

又は

Act

Plan
【リハマネジメントⅡ】

リハビリテーション会議
・本人・家族、
・医師等事業所職員
・介護支援専門員、
・他の居宅サービス提供者

等

リハビリテーションマネジメントⅡ

36

通所・訪問リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメント通所・訪問リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメント



リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）の算定要件
① 訪問リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。
② 指定訪問リハビリテーション事業所のPT、OT又はSTが、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者に対し、リハビリ
テーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の算定要件
① リハビリテーション会議*を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を構成員と共有し、当該リハビリテーション会議の内容を記録すること。
② 訪問リハビリテーション計画について、医師が利用者又はその家族に対して説明し、同意を得ること。
③ ３月に１回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、訪問リハビリテーション計画を見直していること。
④ 指定訪問リハビリテーション事業所のPT、OT又はSTが、介護支援専門員に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利用者の有する能力、自立のために必要な支援方法

及び日常生活上の留意点に関する情報提供を行うこと。
⑤ 以下のいずれかに適合すること。
（一）指定訪問リハビリテーション事業所のPT、OT又はSTが、居宅サービス計画に位置付けた指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者と指定訪

問リハビリテーションの利用者の居宅を訪問し、当該従業者に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を
行うこと。

（二）指定訪問リハビリテーション事業所のPT、OT及びSTが、指定訪問リハビリテーション事業所の利用者の居宅を訪問し、その家族に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、
介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。

⑥ ①から⑤までに適合することを確認し、記録すること。
*リハビリテーション会議は、利用者及びその家族を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス等の担当者その他の
関係者が構成員となって実施される必要がある。

リハビリテーションマネジメント加算(Ⅰ) ６０単位/月
リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ) １５０単位/月

算定要件

適宜適切でより効果の高いリハビリテーションを実現するために、リハビリテーション計画書（様式）の充実や計画の策定と活用等のプロ
セス管理の充実、介護支援専門員や他のサービス事業所を交えた「リハビリテーション会議」の実施と情報共有のしくみを評価する。

単位数

リハビリテーションマネジメント加算（訪問リハビリテーション）

概要
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リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）の算定要件
① 通所リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。
② 指定通所リハビリテーション事業所のPT、OT又はSTが、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者に対し、リハビリ
テーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。

③ 新規に通所リハビリテーション計画を作成した利用者に対して、指定通所リハビリテーション事業所の医師又は医師の指示を受けたPT、OT又はSTが、当該計画に従い、指定通所リハ
ビリテーションの実施を開始した日から起算して１月以内に、当該利用者の居宅を訪問し、診療、運動機能検査、作業能力検査等を行っていること。

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の算定要件
① リハビリテーション会議*を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を構成員と共有し、当該リハビリテーション会議の内容を記録すること。
② 通所リハビリテーション計画について、医師が利用者又はその家族に対して説明し、同意を得ること。
③ 開始月から6月以内の場合は1月に1回以上、6月を超えた場合は3月に1回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、通所リハビリテーション計画を見直
していること。

④ 指定通所リハビリテーション事業所のPT、OT又はSTが、介護支援専門員に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利用者の有する能力、自立のために必要な支援方
法及び日常生活上の留意点に関する情報提供を行うこと。

⑤ 以下のいずれかに適合すること。
（一）指定通所リハビリテーション事業所のPT、OT又はSTが、居宅サービス計画に位置付けた指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者と指定通

所リハビリテーションの利用者の居宅を訪問し、当該従業者に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言
を行うこと。

（二）指定通所リハビリテーション事業所のPT、OT及びSTが、指定訪問リハビリテーション事業所の利用者の居宅を訪問し、その家族に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地か
ら、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。

⑥ ①から⑤までに適合することを確認し、記録すること。
*リハビリテーション会議は、利用者及びその家族を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス等の担当者その他の
関係者が構成員となって実施される必要がある。

算定要件

適宜適切でより効果の高いリハビリテーションを実現するために、リハビリテーション計画書（様式）の充実や計画の策定と活用等のプロ
セス管理の充実、介護支援専門員や他のサービス事業所を交えた「リハビリテーション会議」の実施と情報共有のしくみを評価する。

単位数

リハビリテーションマネジメント加算（通所リハビリテーション）

概要

リハビリテーションマネジメント加算(Ⅰ) 230単位/月
リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ) 開始月から６月以内 1,020単位/月 それ以降 700単位/月
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・ 平成２１年度改定で、介護老人保健施設のリハビリテーションマネジメント加算を基本報酬に包括化した。
・ 平成２７年度改定では、通所・訪問リハビリテーションについては、リハビリテーションマネジメントの考え方を整
理し、活動・参加に焦点を当て、リハビリテーションマネジメント加算の見直しを行った。

居
宅
で
の
情
報
収
集

リハビリテーション会議
（通所・訪問リハの医師・PT・OT・ST・看護・介護職）

リハビリテーション会議
（通所・訪問リハの医師・PT・OT・ST・看護・介護職）

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

サ
ー
ビ
ス
の
提
供※

モニタリング
・リハビリテーションの
結果報告

・計画の評価又は見直し
・終了後に利用予定
サービスの担当者の
参画と情報提供

情
報
提
供

医
師
、
介
護
支
援
専
門
員

地
域
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
者

【通所・訪問リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメント】

Survey DoPlan

Act

Check

居
宅

【協 働】
・リハビリテーションの観点で支援方針や方法の共有

【協 働】
・リハビリテーションの観点で支援方針や方法の共有

ケアプラン、居宅サービス計画と連動
（介護支援専門員、他の居宅サービスの従事者等）

・リハビリテーション計画の作成
・医師による本人・家族へのリハビリテーション計画の

説明と同意

地域の通いの場
（自治会、サロン）

通所介護

【参加へ】

役割づくり

介護老人保健施設における施設サービスの提供（リハビリテーションに着目）

医
療
機
関
・居
宅

入
所

居
宅
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所
前
の
情
報
収
集

入
所
前
後
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問
指
導Ⅰ

・Ⅱ

施設サービス計画に基づくサービス提供

Survey

リハビリテーションを含む施設サービス
計画策定のためのカンファレンス

（医師・ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ・看護・介護職・
介護支援専門員・入所者・入所者の家族）

リハビリテーションの観点で
支援方針や方法の共有

Plan

多
職
種
が
協
同
し
て
、

リ
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ビ
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供※

Do

モニタリング
・リハビリテーションの
結果報告

・計画の評価又は見直し
・終了後に利用予定
サービスの担当者の
参画と情報提供

Act

Check

退所前訪問指導加算
退所後訪問指導加算
退所時指導加算
退所時情報提供加算
退所前連携加算

地域の通いの場
（自治会、サロン）

通所リハ等

【参加へ】
役割づくり

介護老人保健施設での在宅復帰に向けたリハビリテーションについて

※ 更に、個別の集中的なリハビリテーションを短期集中／認知症短期集中リハビリテーション加算で評価している。
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33.6 30.5 19.8 8.8

3 4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かなりそう思う まあそう思う
どちらともいえない あまりそう思わない
ほとんどそう思わない 無回答

［％

６４％

○ 介護老人保健施設の入所者には肺炎等の疾患が比較的よく発症しているが、医療機関へ転送する例
が多い一方で、肺炎等については一定の薬剤に対する報酬が算定可能であれば、医療機関への転院を
減少させられると考える施設が６割以上あった。

○ 平成２４年度介護報酬改定で、入所者の医療ニーズに適切に対応する観点から、肺炎などの疾病を発
症した場合における介護老人保健施設内での対応について評価を行った。

○対象となる疾病
・ 肺炎
・ 尿路感染症
・ 帯状疱疹（抗ウイルス剤の点滴を必要とする者に限る）

○算定要件

・ 診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、
処置の内容等を診療録に記載していること。

・ 所定疾患施設療養費の算定開始年度の翌年度以降
において、当該施設の前年度における当該入所者
に対する投薬、検査、注射、処置等の実施状況を公
表していること。

所定疾患施設療養費 ３０５単位/日
（1月に1回、連続する7日に限る）

26%

13%

3%

医療機関, 52%

4% 2%
自宅

介護保険施設

特養以外の社会福祉施設

医療機関

死亡

その他

図１ 3カ月間の退所者の退所先の内訳

（出典）
図１）「介護サービス情報公表制度」（平成21年度）より老人保健課調べ
図２）平成20年度老人保健健康増進等事業「介護老人保健施設における適切な

医療提供のあり方に関する研究事業」

図２ 一定の薬剤（肺炎に対する抗生物質等）が算定
可能と認められれば、医療機関への転院が減少す
ると思う施設

介護老人保健施設における医療の充実（平成24年度介護報酬改定資料）
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86.2%

57.0%

7.7%

33.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

尿路感染症(利用者n=1,628)

肺炎(利用者n=1,532)
施設内で治癒

施設内で治療継続中

施設内で死亡

医療機関へ入院

無回答

平成20年度老人保健健康増進等事業「介護老人保健施設における適切な医療提供のあり方に関する研究事業」

○ 介護老人保健施設入所者の肺炎・尿路感染症に対して、施設内での対応は充実しつつある。

平成20年10～11月の間に
肺炎と診断された入所者のうち71.4%が、医療機関へ転院していた。
尿路感染症と診断された入所者のうち22.3%が、医療機関へ転院していた。

平成24年11月中に
肺炎と診断された入所者のうち57.0%が、施設内で治癒していた。
尿路感染症と診断された入所者のうち86.2%が、施設内で治癒していた。

平成24年度老人保健健康増進等事業「介護老人保健施設等の在宅療養支援及び医療提供のあり方に関する調査研究事業」（株式会社三菱総合研究所）

28.6%

77.7%

71.4%

22.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

肺炎(利用者n=2,278)

尿路感染症(利用者n=1,155)

自施設で対応

医療機関へ転院

介護老人保健施設における医療の充実（効果検証）
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（退所者：18,569人）

家庭

介護老人福祉施設

その他の社会福祉施設

介護老人保健施設

医療機関

その他

不詳

22.9%
0.5%
0.5%
2.7%

39.0%
0.8%

33.6%

介
護
老
人
保
健
施
設

31.7%
9.3%
2.4%
3.6%

40.6%
8.7%
2.2%
1.5%

家庭

介護老人福祉施設

その他の社会福祉施設

介護老人保健施設

医療機関

死亡

その他

不詳

平均在所日数 311.3日（329.2日）

平成25年介護サービス施設・事業所調査結果

医療機関 → 医療機関 19.1  (％)

家 庭 → 家 庭 23.5

家 庭 → 医療機関 2.9

平均在所日数の( )内は、平成22年の数値である 42

介護老人保健施設における入所者・退所者の状況



介護老人保健施設における肺炎・尿路感染症への対応方針

参考：介護老人保健施設の在宅復帰支援に関する調査研究事業（平成26年度）

70.6

51.8

18.7

28.5

7.1

16.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

尿路感染症を強く疑う状態

肺炎を強く疑う状態
施設内で治療

医療機関への搬送を

前提に施設で治療

原則的に施設内で治

療しない

老健全体 (n = 2,245)
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48.1

60.1

66.8

30.2

25.6

19.3

17.8

10.7

12.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通常型

加算型

在宅強化型 施設内で治療

医療機関への搬送を

前提に施設で治療

原則的に施設内で治

療しない

介護老人保健施設における肺炎・尿路感染症への対応方針（続き）

68.1

76.5

80.7

19.9

15.6

13.9

8.1

4.3

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通常型

加算型

在宅強化型 施設内で治療

医療機関への搬送を

前提に施設で治療

原則的に施設内で治

療しない

【肺炎】

【尿路感染症】

参考：介護老人保健施設の在宅復帰支援に関する調査研究事業（平成26年度）

（施設数 n=187）

（施設数 n=391）

（施設数 n=1,667）

（施設数 n=187）

（施設数 n=391）

（施設数 n=1,667）

○ 在宅強化型は、肺炎・尿路感染症の治療を施設内で行う割合が高い。
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3.7%
0.8%
0.1%
0.1%
0.9%
1.1%
0.0%
0.0%
3.4%

0.0%
9.4%

3.4%
4.0%
3.9%
6.3%

0.2%
4.7%

84.9%
6.8%
9.3%
11.0%

0.2%
1.9%

6.0%
3.7%

血糖測定・インスリン注射

静脈内注射

中心静脈栄養の管理

透析（在宅自己腹膜灌流を含む）

ストーマの管理

酸素療法

レスピレーター（人工呼吸器）

気管切開のケア

疼痛の管理

疼痛管理のうち、麻薬利用

経管栄養（胃ろう・腸ろうを含む）

モニター測定（血圧、心拍等）

褥瘡の処置

カテーテルの管理

喀痰吸引

ネブライザー

創傷処置（褥瘡を除く）

服薬管理

認知症に関する専門的ケア

摘便

浣腸

一時的導尿

その他

なし

無回答

特別養護老人ホーム

(n=5236)

6.8%
1.2%
0.1%
0.4%
1.0%
0.8%
0.0%
0.2%

5.9%
0.1%

8.9%
4.3%
3.9%
4.3%
5.8%

0.5%
3.5%

86.3%
9.0%
12.0%
11.7%

0.3%
1.5%
5.4%
3.2%

老人保健施設

(n=6672)

7.6%
6.1%

1.6%
0.2%
1.0%
3.4%

0.0%
1.6%
4.5%

0.1%
40.6%

4.7%
7.7%

13.7%
27.5%

2.4%
5.4%

83.1%
4.1%

33.2%
28.6%

0.6%
2.1%
2.2%
1.3%

介護療養病床

(n=3992)

13.3%
6.4%

11.7%
3.8%

1.3%
16.4%

1.3%
11.9%

6.9%
1.0%

35.5%
10.2%
10.7%

17.5%
39.6%

6.8%
5.1%

75.1%
1.4%

24.6%
23.4%

0.4%
1.7%
1.6%
1.6%

医療療養病床

(n=1966)

現在受けている治療（複数回答）

（出典）平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成26年度調査）「介護サービス事業所における医療職の勤務実態および医療・看護の提供実態に関する横断的な調査研究事業報告書」

第１回療養病床の在り方等
に関する特別部会 資料
（一部改変）
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介護老人保健施設とかかりつけ医との連携について介護老人保健施設とかかりつけ医との連携について

【出典】介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成28年度調査）「介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な提供体制等に関する調査研究事業」

28.6

56.2

2.2

5.7

0.7

0 10 20 30 40 50 60

特に連携していない

入所時に情報提供を受けた

入所中に情報提供を受けた

入所中に外来受診した

入所中に往診した

21.2
53.9

2.5
0
0.4

40.7

0 10 20 30 40 50 60

特に連携していない

入所時に情報提供を受けた

入所中に情報提供を受けた

入所中に外来受診した

入所中に往診した

退所時に情報提供をした
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（％）

入所時における、利用者のかかりつけ医との連携内容について

退所時における、利用者とかかりつけ医との連携内容について

（％）



介護老人保健施設とかかりつけ医との連携について（続き）介護老人保健施設とかかりつけ医との連携について（続き）

【出典】介護老人保健施設における薬剤調整のあり方とかかりつけ医等との連携に関する調査研究事業報告書（平成29年3月）（平成28年度老人保健健康増進等事業） 47

5%

16%

51%

22%

4% 2%

必ずする ほぼする

あまりしない 全くしない

薬剤は変更しない方針 無回答

4%

8%

53%

31%

2% 2%

必ずする ほぼする

あまりしない 全くしない

薬剤は変更しない方針 無回答

薬剤を中止・変更する際、中止・変更前に
かかりつけ医に説明しているか

入所に際し、薬剤の中止・変更の可能性について、
かかりつけ医に説明しているか



加算名 算定要件 単位

夜勤職員配置
加算

夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が、20対１以上でかつ２超（利用者等の数が41以上の場合） 24単位/日

短期集中リハビリ
テーション実施
加算

医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、20分以上の個別リハを１週に月概ね３
日以上行った場合（所定の要件を満たす例外を除き、入所の日から起算して３月以内に限る）

240単位/日

認知症短期集中リ
ハビリテーション実施
加算

精神科医師等によって、認知症であってリハビリテーションによって生活機能の改善が見込まれると判断された入所者に
対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が週に３日を標準として20分以上
の個別リハを行った場合（入所の日から起算して３月以内に限り、１週に３日を限度とする）

240単位/日

認知症ケア加算
日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められる認知症の入所者に対して、認知症専門棟において認
知症に対応した介護保健施設サービスを行った場合

76単位/日

若年性認知症
入所者受入加算

受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに個別の担当者を定め、
当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行った場合

120単位/日

在宅復帰・在宅療
養支援機能
加算

・在宅復帰率が30％超であること
・退所後30日以内（要介護４・５の場合は14日以内）に居宅を訪問し、又は指定居宅介護支援事業者から情報提供
を受けることにより、当該退所者の居宅における生活が1月以上継続する見込みであることを確認し、記録していること
・ベッド回転率が５％以上であること

27単位/日

ターミナルケア加算

一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断された
入所者について、本人又はその家族等の同意を得て、入所者のターミナルケア
に係る計画を作成し、医師、看護師、介護職員等が共同して、随時、本人又
はその家族への説明を行い、同意を得てターミナルケアを行っていること

死亡日以前４日以上30日以下 160単位/日

死亡日前日及び前々日
820単位/日
（療養型老健：
850単位/日）

死亡日
1,650単位/日
（療養型老健：
1,700単位/日）

療養体制維持
特別加算

転換前に４対１の介護職員配置を施設基準上の要件とする介護療養施設サービス費又は医療保険の療養病棟入
院基本料１の施設基準に適合する病棟であったものの占める割合が２分の１以上である場合であって、転換後も看護・
介護職員の４対１配置を維持していること
（療養型老健のみ、平成30年３月31日までの間に限る）

27単位/日

初期加算 入所日から起算して30日以内に限る 30単位/日

介護老人保健施設 加算の概要（１／４）
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加算名 算定要件 単位

入所前後訪問
指導加算

入所期間が１月を超えると見込まれる者の入所
予定日前30日以内又は入所後７日以内に退
所後生活する居宅を訪問し、退所を目的とした
施設サービス計画の策定及び診療方針の決定
を行った場合（１回を限度）

施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行った場
合

(Ⅰ) 450単位

施設サービス計画の策定及び診療方針の決定にあたり、
医師、看護職員、支援相談員等が会議を行い、生活機
能の改善目標を定め、退所後の生活に係る支援計画を
策定した場合

(Ⅱ) 480単位

退所前訪問指導
加算

入所期間が１月を超えると見込まれる入所者の退所に先立って退所後生活する居宅を訪問し、入所者及びその家族
等に対して退所後の療養上の指導を行った場合
（入所中１回、療養型老健においては必要性が認められる場合２回を限度）

460単位

退所後訪問指導
加算

退所後30日以内に居宅を訪問し、入所者及びその家族等に対して療養上の指導を行った場合
（退所後１回を限度）

460単位

退所時指導加算

・入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において療養を継続する場合において、退所時に入所者及び家
族等に対して退所後の療養上の指導を行った場合（１回を限度）
・又は、退所が見込まれる入所期間が１月を超える入所者を居宅において試行的に退所させる場合において、入所者
及びその家族等に対して療養上の指導を行った場合
（最初の試行的な退所を行った月から３月の間に限り、１月に１回を限度）

400単位

退所時情報提供
加算

入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において療養を継続する場合において、退所後の主治の医師に
対して、入所者の同意を得て、診療状況を示す文書を添えて紹介を行った場合（１回を限度）

500単位

退所前連携加算

入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合、
入所者の退所に先立って入所者が利用を希望する居宅介護支援事業者に対して、入所者の同意を得て、入所者の
診療状況を示す文書を添えて入所者の居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供し、かつ、居宅介
護支援事業者と連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合（１回を
限度）

500単位

老人訪問看護
指示加算

入所者の退所時に、介護老人保健施設の医師が、診療に基づき、訪問看護、指定定期巡回・随時対応型訪問介
護看護等の利用が必要であると認め、入所者の選定する訪問看護ステーション等に対して、入所者の同意を得て、指
示書を交付した場合（１回を限度）

300単位

栄養マネジメント
加算

•常勤の管理栄養士を１名以上配置
•入所時に栄養状態を把握し、医師、管理栄養士その他の職種が共同して栄養ケア計画を作成
•入所者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行うとともに、入所者の栄養状態を定期的に記録
•入所者ごとの栄養ケア計画の進捗の定期的な評価し、必要に応じて見直しを実施

14単位/日

介護老人保健施設 加算の概要（２／４）
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加算名 算定要件 単位

経口移行加算

医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、その他の職種が共同して、現に経管により食事を摂取している
入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画を作成し、計画に従い医師の指示を受けた管理栄
養士又は栄養士が栄養管理を、言語聴覚士又は看護職員が支援を行った場合
（原則として計画作成日から180日以内に限る）

28単位/日

経口維持加算
(Ⅰ)

医師又は歯科医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士その他の職種が共同し、入所者の栄養管理をする
ための食事の観察及び会議等を行い、摂食機能障害を有し誤嚥が認められる入所者ごとに経口維持計画を作成し、
計画に従い、医師又は歯科医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、継続して経口摂取を進めるための特別な
管理を行った場合
（原則として計画作成日から180日以内に限り、１月につき）

400単位/月

経口維持加算
(Ⅱ)

協力歯科医療機関を定めている指定介護老人福祉施設が、経口維持加算(Ⅰ)を算定している場合であって、入所者
の経口による継続的な食事の摂取を支援するための食事の観察及び会議等に、医師（指定介護老人福祉施設の人
員、設備及び運営に関する基準第２条第１項第１号に規定する医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴
覚士が加わった場合
（原則として計画作成日から180日以内に限り、１月につき）

100単位/月

口腔衛生管理
体制加算

・歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに関する技術的助言及び指導
を月１回以上実施
・上記技術的助言及び指導に基づき、入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画を作成

30単位/月

口腔衛生管理
加算

・歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、口腔ケアを月４回以上実施
・口腔機能維持管理体制加算を算定

110単位/月

療養食加算
•疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき療養食を提供した場合
•食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること
•年齢・心身状況等によって適切な栄養量・内容の食事を提供していること

18単位/日

在宅復帰支援
機能加算

・在宅復帰率が30％超であること
・退所後30日以内に居宅を訪問し、又は指定居宅介護支援事業者から情報提供を受けることにより、当該退所者の
居宅における生活が１月以上継続する見込みであることを確認し、記録していること
・入所者の家族との連絡調整を行っていること
・入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して、必要な情報提供、退所後の居宅サービスの利用に関
する調整を行っていること

５単位/日

介護老人保健施設 加算の概要（３／４）
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加算名 算定要件 単位

認知症専門ケア
加算

日常生活に支障を来すおそれのあ
る症状若しくは行動が認められること
から介護を必要とする認知症の者に
対し、専門的な認知症ケアを行った
場合

•入所者総数のうち、対象者の割合が50％以上
•認知症介護実践リーダー研修修了者を、対象者が20人未満の場
合は１人、20人以上の場合は10人ごとに１人以上配置

（Ⅰ） ３単位/日

• (Ⅰ)の要件を満たし、かつ認知症介護指導者研修修了者を１人以
上配置

•介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、
研修を実施又は実施を予定

（Ⅱ） ４単位/日

認知症行動・
心理症状
緊急対応加算

認知症の行動・心理症状が認められ、在宅での生活が困難であり緊急に入所することが適当と医師が判断した者に
対し、介護保健施設サービスを行った場合（入所日から７日を限度）

200単位/日

認知症情報提供加
算

過去に認知症の原因疾患に関する確定診断を受けておらず、認知症のおそれがあると医師が判断した入所者であっ
て、施設内での診断が困難であると判断された者について、当該入所者又はその家族の同意を得た上で、診療状況
を示す文書を添えて、認知症疾患医療センター等に紹介を行った場合
（入所中１回を限度）

350単位

地域連携診療計画
情報提供加算

大腿骨頸部骨折又は脳卒中について、医科診療報酬の所定の点数を算定して保険医療機関を退院した入所者に
対し、地域連携診療計画に基づいて作成された診療計画に基づき、入所者の治療等を行うとともに、入所者の同意
を得た上で、当該退院した日の属する月の翌月までに、地域連携診療計画管理料を算定する病院に診療情報を文
書により提供した場合（１回を限度）

300単位

サービス提供体制強
化加算

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が60％以上
（Ⅰ）
イ

18単位/日

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が50％以上
（Ⅰ）
ロ

12単位/日

看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が75％以上 （Ⅱ） ６単位/日

短期入所療養介護又は介護老人保健施設の利用者等を直接処遇する職員の総数のうち、
勤続年数３年以上の者の占める割合が30％以上

（Ⅲ） ６単位/日

介護老人保健施設 加算の概要（４／４）

※介護職員処遇改善加算を除く
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